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報道関係者各位 

2025 年 3 月 13 日 

アララ株式会社 

個人情報保護法の重要トピックと実務対応をおさらい！ 

Web セミナー「個人情報保護法の重要テーマ（応用編） 

～法規定と実務上の問題を総点検～」を開催 

-4 月 9 日（水）より全 6 回開催- 
 

ペイクラウドホールディングス株式会社（東証グロース：4015）の傘下で各種 IT ソリューション事業を展開するアラ

ラ株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：門倉 紀明、以下「アララ」）は、株式会社東京海上日動パ

ートナーズ TOKIO（本社：東京都渋谷区、代表取締役：豊田 晃、以下「東京海上日動パートナーズ TOKIO」）

と共催で Web セミナー「個人情報保護法の重要テーマ（応用編）～法規定と実務上の問題を総点検～」を開催す

ることをお知らせいたします。 

2025 年 4 月 9 日（水）～6 月 18 日（水）まで、全 6 回開催いたします。1 回より参加可能ですので、ぜひご

参加ください。 

【申し込みURL】 https://us06web.zoom.us/webinar/register/2017388341048/WN_uoynXY9XTV6SCzLtd1CuZg 

 

個人情報保護法は、個人情報保護法を取り巻く喫緊の課題に対応すべく多岐にわたる規制を導入しています。それ

だけでなく、2025年の国会では次の「3年ごと見直し」にかかる改正法案が提出される見込みです。しかしながら、現実

問題として現行法ですら対応が後手に回ってしまっているという実情があります。 

個人情報保護法の規定する内容は多岐にわたりますが、特に実務で頻出となる重要な点については、基礎的な概

念から実務的な応用問題まで広く理解することが重要です。本セミナーでは、2024年1月に開催し好評をいただいた個

人情報保護法セミナー応用編の講演内容を全面的にアップデートいたしました。昨年実施した基礎編※に続き、応用

編では、実務上の問題、さらには他の法領域との交錯、国際的な問題といった事項を詳しく解説いたします。 

※基礎編は、2024年10～12月に開催いたしました。 

https://us06web.zoom.us/webinar/register/2017388341048/WN_uoynXY9XTV6SCzLtd1CuZg
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■開催概要 

開催日時 ：4/9（水）、4/23（水）、5/14（水）、5/28（水）、6/4（水）、6/18（水） 

全日15:00～16:30（14:45～アクセス可能） 

参 加 費 ：無料（事前登録制） 

形 式 ：Webセミナー（Zoom） 

共 催 ：株式会社東京海上日動パートナーズTOKIO、アララ株式会社、ペイクラウドホールディングス株式会社 

申し込み ：https://us06web.zoom.us/webinar/register/2017388341048/WN_uoynXY9XTV6SCzLtd1CuZg 

※講師・共催企業と同業の方、士業の方、個人の方はお申し込みをお断りする場合がございます。 

※講師・講演内容は予告なく変更になる可能性がございます。 

開催日 応用編トピック 

4/9 

（水） 

日本企業が留意すべき外国の個人情報保護法制 （１）– EU（GDPR） 

世界のデータ保護法制の中のスタンダードであるGDPRについて、基本的な内容と対応方法、トピックを解説いたします。 

4/23 

（水） 

日本企業が留意すべき外国の個人情報保護法制（２） – 米国 

米国のデータ保護法制のうち、カリフォルニア州のデータ保護法への対応を中心に連邦データ保護法案の審議経過の見通

しなども解説いたします。 

5/14 

（水） 

日本企業が留意すべき外国の個人情報保護法制（３）– 中国 

日本とビジネス上の関係が深く、新しく個人情報保護法を導入した中国について、実務対応の要点を解説いたします。 

5/28 

（水） 

M＆Aと個人情報 

M＆Aの手続の中での個人情報対応の重要性も高まっていることを踏まえ、M＆A手続きの流れに沿って実務上の重要ポイ

ントを解説いたします。 

6/4 

（水） 

労務関係と個人情報 

労務関係における個人情報が個人情報保護法、マイナンバー（特定個人情報）、労働法や裁判例による保護が図られ

ている複雑な実態を整理し、実務的な対応指針を解説いたします。 

6/18 

（水） 

日本企業が留意すべき外国の個人情報保護法制（４）–ASEAN諸国 

日本とビジネス上の関係が深く、GDPRを模範としつつ各国で独自の個人データ保護法を制定しているASEAN諸国につい

て、それぞれの要点を解説いたします。 

＜アララ株式会社 会社概要＞ 

会 社 名 ：アララ株式会社（ペイクラウドホールディングス株式会社の 100％子会社） 

所 在 地 ：〒107-0062 東京都港区南青山 2-24-15 青山タワービル 

U R L ：https://www.arara.com/ 

設 立 ：2023 年 10 月 

代 表 者 ：代表取締役社長 門倉 紀明 

事業内容 ：メッセージングソリューションを始めとするソリューション事業 

※記載されている会社名及び商品名/サービス名は、各社の商標または登録商標です。 

※プレスリリースに掲載されている内容、サービス／製品の価格、仕様、お問い合わせ先、その他の情報は、発表時点の情報です。その後予告なしに変更と

なる場合があります。あらかじめご了承ください。 

＜プレスリリースに関するお問い合わせ＞ 

ペイクラウドホールディングス株式会社 IR PR＆マーケティング部 

（アララ株式会社は、ペイクラウドホールディングス株式会社の 100％子会社です） 

メールアドレス：pr@paycloud.inc 

https://us06web.zoom.us/webinar/register/2017388341048/WN_uoynXY9XTV6SCzLtd1CuZg
https://www.arara.com/

